
公共下水道接続報奨金制度について

常滑市建設部下水道課

令和７年６月一部修正
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１ 目的及び制度の概要
（１）目的
公共下水道の水洗化率向上の施策として、浄化槽等からの切替により、

公共下水道に接続した個人及び法人に対して報奨金を交付する制度を創
設するもの。

（２） 制度の名称
「公共下水道接続報奨金」

（３） 報奨金の額
１０万円
※工事の内容及び工事費の多寡に関わらず定額。同一年度中の複数回申請も可。
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２ 制度の対象者
①公共下水道の②供用開始後３年以内の区域で、③くみ取り

及び浄化槽により、汚水を処理する建物について公共下水道
に接続する工事を完了し④使用開始した個人及び法人。

ただし、⑤制度開始から３年以内は、供用開始済区域全域を
交付対象とします。

・新築の建物及び農業集落排水事業は対象外です。

・排水設備等（計画）確認申請書における申請者が奨励金の対
象となります。
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３ 他の交付要件

受益者負担金の未納は、期別納付中等の納期未到来分は未納としません。
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要件 備考

接続に伴う下水道使用料について、
口座振替で納付すること。

賃貸用建築物（アパート等）は除きます。

申請者に水道料金等及び受益者負
担金に未納のないこと

対象地以外の滞納を含みます。
市税は確認しません。

対象の建物のある土地に係る受益
者負担金の未納のないこと

地主や前所有者が滞納している場合も対象
外となります。



４ 交付の対象（補足）
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交付対象の例 交付対象外の例

・賃貸用・事業用建築物の切替
・市補助金で設置した浄化槽の切替
・自治会、区の切替

・宅内配管の改造
・ますのみの設置
・便槽及び浄化槽のない建物の接続
・国、県、市等
・便所等の建物の一部のみの接続



敷地内に複数の建物がある場合
• 敷地内に複数の建物があり、用途の異なる個々の画地として取り

扱うことができる場合には、それぞれの建物毎に排水設備確認申
請が可能であり、報奨金も個々に申請が可能です。

（例）・敷地内に親、子のそれぞれの住宅がある。

・敷地内に工場用建物と住宅がある。

実際に別画地として取り扱うかどうかは個別に判断しますので、

必ず事前確認をお願いします。
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・実際の公図上の分筆は必要としません。

・水道料金の水栓数、公共汚水ますの設置数が共用（一つ）の場合でも、２画地と取り扱う場合
があります。



５ 申請方法
対象者本人が公共下水道に接続した後、下水道課へ直接

申請します。（接続前の事前手続き等はありません）

• 使用開始届の受領後、市が対象見込者に申請書類を送付します。

• 申請者は郵送もしくはネットで申請します。

• 申請期限は使用開始の日から６か月以内です。

• 使用開始した年度の次年度に報奨金金を申請することも可能です。

• 申請にあたって、見積書や工事費等の領収書の添付は不要です。
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６ 奨励金の申請書
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申請に合わせてアンケートをお願いしています。

表
面

裏
面



７ 交付方法
報奨金の申請を受領後１～２か月をめどに、下水道課が交付要件を確

認のうえ、申請者が指定した口座に、報奨金を交付します。

【申請及び交付の流れ】
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指定工事店が直接申請手続することはありませんが、完了検査時に提出する使
用開始等届などに不備がある場合には報奨金の交付が遅れる場合があります。

完了検査
使用開始
（指定店）

申請書類
の本人宛送付

（市）

交付申請
（本人）

審査
（市）

決定・交付
（市）

完了検査及
び使用開始
等届の提出

使用開始届の
受領及び申請
書の送付

郵送又は
ネットで
交付申請

申請内容
の審査

決定通知及び
指定口座への
振り込み



８ 制度の対象期間
〇対象期間の始期

令和５年７月１日以降に排水設備確認申請書を提出した者から対象。

※７月１日以前に確認申請が提出されていた場合は対象外。

〇対象期間の終期(令和７年６月期間延長の改正）

制度の開始もしくはその地域における供用開始の日から３年以内に公共下水道
の使用を開始した者

＜令和７年６月要件緩和＞

制度開始前に供用開始した区域について、今後、接続希望者が増加し、工事の日程の都合等により、３年

以内に使用開始できないものが多く出る恐れがあることから、当初期限までに確認申請書の提出をした場合
に限り、令和９年６月３０日までに使用開始すれば奨励金の対象とします。なお令和５年中の供用開始区域も
同様に取り扱います
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〇対象期間の終期の具体例
（１）供用開始済みの区域
①令和５年４月１日以前に供用開始

令和９年６月３０日までに使用開始した者。
※令和８年６月３０日までに確認申請書を提出

②令和５年９月１日に供用開始
令和９年６月３０日までに使用開始した者。
※令和８年８月３１日までに確認申請書を提出

③令和６年１月１日に供用開始
令和９年６月３０日までに使用開始した者。
※令和８年１２月３１日までに確認申請書を提出

④令和７年１月１日に供用開始
令和９年１２月31日までに使用開始した者。

⑤令和７年５月１日に供用開始
令和10年4月３０日までに使用開始した者。

（２） 供用開始する区域（令和８年度以降に供用開始）
供用開始をした日から３年を経過した日の前日までに使用開始した者。
＜例＞令和８年５月１日供用開始区域→令和１１年４月30日までに使用開始

※接続を希望される方に報奨金の説明を行う際には、必ず所在地番をもとに対象の建物が
報奨金の対象期間内であるか事前確認をお願いします。
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供用開始日 下水道の使用開始期限 確認申請書の提出期限

令和５年６月３０日以前 令和8年6月30日

令和5年9月1日 令和8年8月31日

令和6年1月1日 令和8年12月31日

令和7年1月1日 令和9年12月31日 ―

令和7年5月1日 令和10年4月30日 ―

令和9年6月30日



令和６ 令和７
3/31
本来の対象期限 拡大期間

7/1 6/30 6/30
令和９令和５年 令和８

９ 制度の対象となる期間（まとめ）
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②

①

③

④

⑤

⑥

項目 可否

①７月１日以前の確認申請 ×
②通常の申請（全て同一年度内） 〇
③年度内使用開始、次年度報奨金申請 〇
④年度内確認申請、次年度使用開始 〇
⑤対象期限中に確認申請及び使用開始、
拡大期間中に報奨金申請

〇

⑥対象期限中に確認申請、拡大期間中
に使用開始及びに報奨金申請

〇

⑦対象期限中に確認申請、拡大期間中
に使用開始、拡大期間後に申請

〇

⑧対象期限中に確認申請、拡大期間後
に使用開始

×

⑨拡大期間中に確認申請及び使用開始 ×

×

〇
〇

〇

〇

＜供用開始済区域の場合＞

⑦

⑧

⑨ ×
×

〇
〇



１０ 指定工事店へのお願い

• 下水道未接続者への制度の周知

（事前に対象となるか、必ず確認すること）

• 排水設備工事に係る見積もりへの協力

• 使用開始届等の書類の適切な提出

• 余裕を持った施工日程の確保
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